
議案第３９号

   さいたま市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例等の一部を改正する

条例の制定について

 さいたま市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例等の一部を改正する条例

を次のように定める。

  平成２８年２月２日提出

さいたま市長 清 水 勇 人  

   さいたま市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例等の一部を改正する

条例

 （さいたま市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部改正）

第１条 さいたま市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例（平成１３年さい

たま市条例第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（給料） （給料）

第３条 市長等の給料は、次に掲げるとおりとする。第３条 市長等の給料は、次に掲げるとおりとする。

 ⑴ 市長 月額 １，２１０，０００円  ⑴ 市長 月額 １，２４３，０００円 

 ⑵ 副市長 月額 ９５１，０００円  ⑵ 副市長 月額 ９７７，０００円

 ⑶ 水道事業管理者 月額 ７９７，０００円  ⑶ 水道事業管理者 月額 ８１９，０００円

 ⑷ 教育長 月額 ７９２，０００円  ⑷ 教育長 月額 ８１４，０００円

 ⑸ 常勤の監査委員 月額 ６０８，０００円  ⑸ 常勤の監査委員 月額 ６２５，０００円

 ⑹ 特別職の秘書 月額 ４６７，０００円  ⑹ 特別職の秘書 月額 ４８０，０００円

 （退職手当）  （退職手当）

第９条 ［略］ 第９条 ［略］

２ 前項の退職手当の額は、次に掲げるとおりとす

る。

２ 前項の退職手当の額は、次に掲げるとおりとす

る。

 ⑴ 市長 給料月額に１００分の５０を乗じて得

た額に勤続月数を乗じた額

 ⑴ 市長 給料月額に１００分の６０を乗じて得

た額に勤続月数を乗じた額

 ⑵ 副市長 給料月額に１００分の３３を乗じて  ⑵ 副市長 給料月額に１００分の４０を乗じて



得た額に勤続月数を乗じた額 得た額に勤続月数を乗じた額

 ⑶ 水道事業管理者 給料月額に１００分の２１

を乗じて得た額に勤続月数を乗じた額

 ⑶ 水道事業管理者 給料月額に１００分の２５

を乗じて得た額に勤続月数を乗じた額

 ⑷ 教育長 給料月額に１００分の２１を乗じて

得た額に勤続月数を乗じた額

 ⑷ 教育長 給料月額に１００分の２５を乗じて

得た額に勤続月数を乗じた額

 ⑸ 常勤の監査委員 給料月額に１００分の１７

を乗じて得た額に勤続月数を乗じた額

 ⑸ 常勤の監査委員 給料月額に１００分の２０

を乗じて得た額に勤続月数を乗じた額

 ⑹ 特別職の秘書 給料月額に１００分の１７を

乗じて得た額に勤続月数を乗じた額

 ⑹ 特別職の秘書 給料月額に１００分の２０を

乗じて得た額に勤続月数を乗じた額

３～５ ［略］ ３～５ ［略］

（旧さいたま市教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部改正）

第２条 さいたま市教育委員会教育長の給与等に関する条例を廃止する条例（平成２

７年さいたま市条例第１７号）附則第２項の規定によりなおその効力を有するもの

とされる旧さいたま市教育委員会教育長の給与等に関する条例（平成１３年さいた

ま市条例第１０９号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （給料）  （給料）

第３条 教育長の給料は、月額７９万２，０００円

とする。

第３条 教育長の給料は、月額８１万４，０００円

とする。

 （退職手当）  （退職手当）

第９条 ［略］ 第９条 ［略］

２ 前項の退職手当の額は、退職の日におけるその

者の給料の月額に１００分の２１を乗じて得た額

に勤続月数を乗じた額とする。

２ 前項の退職手当の額は、退職の日におけるその

者の給料の月額に１００分の２５を乗じて得た額

に勤続月数を乗じた額とする。

３～５ ［略］ ３～５ ［略］

附 則

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。


